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１．下水道分野における国総研の役割 

国土の生活環境、水環境、水循環そして資源循環

において、下水道システムは重要な役割を果たして

いる。一方、下水道の事業主体は地方公共団体であ

り、その財政力・技術力は大都市から小さい町村ま

で様々である。 

国総研下水道研究部は、国土全体の観点から、下

水道に関する課題解決と技術水準向上を担っている。

これまでの整備および維持管理の実績や、現場のニ

ーズに関わる情報を集約し分析すること、低コスト

化・効率化・価値向上につながる技術を開発・誘導・

評価することなどが重要である。さらに、これらの

情報を、わかりやすく発信することが必要である。 

 

２．下水道に関わる現状と課題 

日本の下水道は、高度経済成長期以降、急速に整

備が進められ、処理人口普及率は７７％、管路の累

計整備延長は地球11周半に相当する４６万ｋｍ、処

理場数は約2,200に上っている。今後、これら膨大な

施設において、老朽化が急速に進んでいく。また、

合併処理浄化槽等も含めた、汚水処理人口普及率は

８９％に達している。今後、未整備地域の解消とと

もに、整備済み地域についても、さらにコスト低減

等のため、施設の再編が必要な場合もある。 

雨水による浸水対策に関しては、整備済みの区域

においても、集中豪雨の増大により、近年、浸水被

害が多く発生している。降雨の詳細情報や、施設の

運用実績を分析し、施設及び運転方法の改良など、

浸水被害を軽減する技術が求められている。 

下水道事業の経営状況や体制は、どこも厳しい状

況である。さらに、人口減少とともに節水の進行な

どにより、下水道に流入する汚水の量は、将来、全

国的に大幅に減少することが予測されている。この

ことは、下水道使用料収入に大きなマイナス要因で

ある。また、地方公共団体等の各組織においては、

人員のスリム化が進められている。 

人々の生活を支え、健全な水環境を保全するため、

下水道システムの持続が必要なことは言うまでもな

い。このため、計画や施設の再点検や修正、新たな

価値の付加、さらにストックマネジメント、リスク

マネジメントなどが必要である。 

下水道からの温室効果ガス排出量は、ＣＯ２換算

で662万ｔ/年であり、日本全体排出量の0.6％である。

このうち電力消費に伴う排出量は６割、処理過程か

ら排出される一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）によるものが

３割を占める。このため、省エネ技術の発展と普及、

さらに、流域全体として、水質保全と、処理施設の

エネルギー消費削減を両立する手法が必要である。

また、Ｎ２Ｏの発生を抑制する手法も必要である。 

省エネとともに創エネ、すなわちバイオマスエネ

ルギーの活用、また、窒素・リンの資源等を回収す

ることが重要であるが、下水道バイオマスリサイク

ル率は２４％に留まっている（図－１）。 

 

図－１ 下水汚泥の有機分の利用状況(2012年度） 
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３．下水道関連技術に求められること 

下水道関連技術に求められることは多岐にわたる

が、ここでは、以下の２点にしぼって述べる。 

(1)省エネ・省力・低コスト 

施設ストックが大きなものとなり、多くの施設が

老朽化を迎えつつある。新設より改築が主流となり

つつある今、２．に述べた状況を踏まえ、改築時に

「省エネ・省力・低コスト」である施設を導入する

必要がある。そのための技術開発が最も大切である。 

下水道革新的技術実証事業（Ｂ-ＤＡＳＨプロジェ

クト）１）においても、2014年度から、省エネを前面

に打ち出した複数の水処理技術を実証実験している。

そもそもＢ-ＤＡＳＨプロジェクトは、ライフサイク

ルコストの大幅縮減、及び、省エネ又は創エネを目

的としており、そのしくみを用いて、「省エネ・省

力・低コスト」を革新的に進歩させる技術開発を誘

導する必要がある。 

施設の劣化状況を効率的に把握するため、施設の

調査技術も重要である。下水道管路は地下にあり、

大半が人の入ることができない区間である。このた

め、その劣化診断調査は、従来、マンホール区間ご

とに、ＴＶカメラ車を人が地上から逐一監視操作し

行っている（図－２）。管路内の段差などを克服し、

長距離を連続して調査できる機材の開発、さらにロ

ボット化・自動化の導入を図り、大幅に省力化・低 

 

図－２ 下水道管路のＴＶカメラ調査 

コスト化を図ることが必要である。国土の基盤であ

る下水道管路のストックマネジメントという、ベー

シックな研究は、国総研ならではの重要な使命と言

える。 

(2)下水道システムの価値向上 

下水道バイオマスリサイクル率は、先述のように

低い状況であり、下水の有しているエネルギーや資

源を最大限に活用していくことが望まれる。そのた

めには、技術のさらなる開発とともに、コストの低

減などによる普及拡大が大きな課題である。また、

人員の少ない、中小規模の地方公共団体にあっても

着手しやすい条件作りが大切である。創エネ施設の

ユニット化や、関連部分も含めた全体のパッケージ

化を進めることにより、低コスト化、導入の容易化

を図ることも重要である。これについても、Ｂ-ＤＡ

ＳＨプロジェクトの活用が期待される。 

さらに、下水処理施設の価値を高めるため、下水

以外の地域バイオマス（生ゴミ、し尿、刈草など）

を合わせて処理する方法もある。それにより、下水

道システムの貢献範囲を拡大するとともに、収入増

やエネルギー創出増大を図るべきであり、そのため

の手法を発展させる必要がある。 

 

４．下水道関連技術のマネジメント 

現在、国総研下水道研究部が事務局となり、わが

国の下水道に関する中長期的な技術開発計画となる、

「下水道技術ビジョン」の作成を行っている。これ

は、「技術開発分野ごとのロードマップ」及び「技

術開発の推進方策」を主に示すものである。その策

定後においても、国の下水道関連技術の方向や内容

を継続的に議論・調整する場を設け、ニーズとシー

ズの把握、及び、両者のマッチングを図るとともに、

計画のフォローアップ、新たな技術開発テーマの検

討を行うことを予定している。以上のような取り組

みを通じ、わが国の下水道関連技術の発展に貢献し

てまいりたい。 

【参考】 

1) 国総研下水道研究部 B-DASHプロジェクト ＨＰ 

http://www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/bdash.htm 
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